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平成２７年度府中市子ども・子育て審議会第２回利用者負担等検討部会 議事録 

 

▽日 時 平成２７年７月８日（水）午後５時３０分から午後７時００分 

▽会 場 府中市役所 北庁舎３階 第２会議室 

▽出席者 委員側  近藤会長、原口副会長、木下委員、坂田委員、柴﨑委員、鈴木委員、田

中委員、長崎委員、平田委員、横山委員、米澤委員（１１名） 

     事務局側 桜田子ども家庭部長、田中子ども家庭部次長、小森保育支援課長補佐、

前澤子育て支援課長、市ノ川子育て支援課長補佐、山田学務保健課長

補佐、小林保育支援課管理係長、塚本保育支援課支援計画係長、須田

保育支援課認定給付係長、加藤子育て支援課推進係長、河野学務保健

課学務係長、織田保育支援課認定給付係職員、田村保育支援課認定給

付係職員 

▽欠席者      なし 

 

（開会） 

 

事務局   

皆さんこんばんは。それでは定刻となりましたので、ただいまより、平成２７年度府中市

子ども・子育て審議会第２回利用者負担等検討部会を開催いたします。 

 まず、配付資料の確認をさせていただきます。なお、資料番号につきましては、第１回の

検討部会からの続き番号とさせていただいております。 

 

（※事務局 資料確認・説明） 

 

それでは会長、よろしくお願いいたします。 

 

会長 

 皆さんこんばんは。足元のお悪い中、第２回目の会合ということで、よろしくお願いいた

します。 

それでは、今日は配付資料の内容によって区切りながら、説明をいただくということにな

ろうかと思いますけれども、よろしくお願いします。 

 まず、事務局から、今日の出席及び傍聴等についての連絡があれば、お願いいたします。 

 

事務局  

  それでは、本日の会議についてご案内いたします。 

 本日の会議は委員定数１１名、全員の方にお集まりいただいており、出席委員数が過半数

に達しておりますので、子ども・子育て審議会条例第８条第２項の規定により、有効に成立

することをご報告いたします。 

 次に、本日の部会の傍聴でございますが、府中市附属機関等の会議の公開に関する規則に
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より、７月１日号の「広報ふちゅう」及び市ムページで傍聴の募集をいたしましたが、今回

の応募はございませんでした。 

 

【次第１ 議題（１）待機児童の定義について】 

 

会長 

  ありがとうございました。 

それでは、早速、次第に従って、順次始めていきたいと思います。まず最初に「待機児童

の定義」ということで、事務局よりよろしくお願いいたします。 

 

事務局  

（※資料７ 「保育所等利用待機児童の定義」説明） 

 

会長 

ありがとうございます。前回、今年度からかなり待機児童が変化しているというところで、 

最新の考え方、市の現状を説明してほしいということで今、ご説明いただきました。何か、

今の点についてご質問あるいはご意見でも結構ですが、どうでしょうか。 

 

委員  

聞き逃したかもしれませんが、注８のところで、「育児休業中の場合、待機児童に含めな

いことができる」とありますが、府中市は含めているのですか、含めていないのですか。 

 

会長  

 その辺をすみませんがお願いします。 

 

事務局  

 府中市は含めないというふうに回答してございます。 

 

会長 

  よろしいですか。今の資料７の件についてほかにどうでしょうか。では、資料８以降のとこ

ろをご説明いただきながら、また、ぜひいろいろと、質問や議論をお願いしたいと思います。 

 

【次第１ 議題（２） 運営費の財源について】 

 

事務局  

 （※資料８ 「私立保育園運営費の財源について」説明） 

 

会長 

 ありがとうございました。私立保育園の運営費の財源ということで、１９年から２６年の
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比較ということも含めながらご説明がありましたが、今の件について、何かご質問等おあり

の方はお願いしたいのですが、どうでしょうか。 

 では、説明を先に、資料９をお願いしたいと思います。 

 

【次第１ 議題（３）利用者負担額について】 

 

事務局  

（※資料９ 「特定教育・保育及び特定地域型保育事業利用者負担額について」説明） 

 

○会長   

ありがとうございます。国の基準と府中市で定めた実際の利用者の負担額ということで、

見比べながら、どうなっているのかというところも含めてご覧いただいて、「この辺がちょ

っとわからないんだ」というところがあれば。４月から新しい制度になりましたので、ちょ

っとつかみにくいかもしれませんので、ご質問等あればお願いしたいんですけど、いかがで

しょうか。 

 

○委員  

資料２の４の２号認定、３号認定の部分を図示したのが、私立幼稚園、私立保育園、資料

８の２ページの歳入部分でわかるというふうに考えていいんですか。国の基準は２ページの

色分けしている国基準分の歳出の下の歳入が、市一般財源保育料、赤いところ、国基準の利

用者負担というのが、つまりこの資料２の４の部分で、「これではかわいそうだから」とい

うことで、市が一般財源から補てんしているのが資料９の２面というふうにとらえればいい

んですよね。だから、つまり、「国基準の利用者負担はこのぐらい高いんだけども、市がこ

れだけ一般財源から補てんをしてるんですよ」というのがこの図ですよね。という確認です。 

 

○会長  

今の点に、一応ご質問も含めまして、確認でご説明いただいてよろしいですか。 

 

○事務局  

ただいま、委員がおっしゃったとおりでございます。それで、若干補足させていただきま

すと、資料２の４の利用者負担のところが、委員がおっしゃるとおり、資料８の３ページの

市一般財源保育料、これを足した部分ということになりまして、違う表でご覧いただきます

と、資料８の６ページの下段に利用者分というものがございます。ここが保育料、市一般財

源と保育料となっておりまして、保育料が保護者の方からいただいている分で、国が定めて

いる保育料が利用者分、これもお受けした利用者分でございまして、黄色になっている一般

財源のところが、私ども、いつも市の肩代がわり分というふうに申し上げておりますが、保

護者の方の軽減をするために使わせていただいている一般財源ということでございます。 

 それで、この保育料の部分が、おっしゃるとおり、資料９の裏面が私どもの保護者の方か

らいただいている保育料の徴収額表ということになります。 
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○会長 

  ありがとうございました。 

 それではほかに、今の資料９及び国の資料２の４との関係で、ご質問等ある方、いらっし

ゃいますか。 

 

○委員 

  ただいまご説明いただきました資料９と資料２の４についてですが、恐らくこれは新しい

制度ということで、旧制度と新制度の違いについて、もう少し詳しくご説明いただけるとあ

りがたいと思うんですが、いかがでしょうか。 

 

○会長   

その辺について、よろしくお願いします。 

 

○事務局   

昨年度、府中市の子ども・子育て審議会にご報告をさせていただいていますので、本会か

ら今回、委員さんとして出られている方には、繰り返しになってしまいますが、新たに臨時

委員さんになられている方もいらっしゃいますので、もう一度簡単にご説明をさせていただ

ければと思っています。 

 資料の９をご覧いただきながら、まず府中市にある幼稚園につきましてですけれども、今

回の新制度に移行する幼稚園と移行しない幼稚園というのがございます。幼稚園は、市内

２０カ所ございますが、公立幼稚園が３カ所、私立幼稚園２カ所が新制度に移行してござい

まして、資料９の１号認定の利用者負担につきましては、この新制度に移行した幼稚園が対

象なりますので、公立の３施設と私立幼稚園の２施設の５施設が、この資料９の１号認定子

どもに係る利用者負担の月額の保育料を定めさせていただいたというのが表面のところでご

ざいます。 

 新制度に移行してない幼稚園につきましては、保育料は各園で定めておりまして、保護者

に対し、負担軽減のために補助金を交付させていただいているというのが現状でございます。 

 なお、資料１０を、簡単に私立幼稚園関係の補助金の一覧ということでつけさせていただ

いてございますが、こちらは参考にお渡しをしているものでございます。 

 資料の９の裏面の２、３号認定子どもに係る利用者負担の月額で、認可保育所に通う場合

のこちらの料金設定ということになりますが、認可保育所につきましては、保育料公立、私

立問わず、児童の年齢や世帯の収入に応じて市が決定し、徴収をしてございます。これにつ

きましては、新制度においても大幅には変更はございません。 

 なお、この階層区分、先ほど資料の２の４にもございましたが、国は８階層をお示しして

いるんですが、府中市ではＡ階層からＤ１４階層ということで、１７階層を採用させていた

だいてございます。こちらにつきましては、昨年度からの引き続きの階層区分を利用させて

いただいており、変更はございません。 

 主な変更点といたしましては、１つ目が、世帯の所得に基づいて算定していたものが、市
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民税の所得割額を用いて算定をするというところです。 

 ２つ目が、市民税の当該年度の賦課決定が６月ということで、ここで決定するかと思うの

ですが、それを反映するのが９月からということになり、例年、４月１日に保育料を定めさ

せていただいたものが、今回、市民税の所得割額で算定させていただくということになりま

すので、９月に認可保育所については保育料が変わるというルールになってございます。 

 最後、３つ目でございますが、利用者負担につきましては、保育の必要度に応じ、前は

１項目しかなかったのですが、保育の標準時間、短時間というものを新たに国が設定をし、

利用者負担が２区分となってございます。 

 国の想定は、保育の標準時間はフルタイムの方たちを想定したものになります。保育の短

時間につきましては、パートタイムで短く働かれている方を想定した形での体系というふう

になってございます。 

  

○会長  

 先ほど、新制度の説明のご質問でしたが、よろしいですか。 

 

○委員 

  はい、ありがとうございました。 

 

○会長  

 ほかに、今の資料に関して何かございますか。 

 

○委員  

 もともとの財源のところ、資料８で、平成１９年度から２６年度までの推移ということで

の財源が増えているところもありますけども、これに対しての内訳や要因といいますか、そ

ういったところが明文化されてないところがあったので、改めての確認で、要は、１９年か

ら２６年までの推移が府中市として予測の範囲内なのか、それとも異常値というか、イレギ

ュラーな値で推移しているものなのかというところを、ちょっと確認をさせてください。 

 

○会長 

  その辺、財源のことで、資料８も含めて今、ご質問ありましたので、事務局、お願いいた

します。 

 

○事務局   

１９年度から２６年度に増えている要因というお話でございますが、これは、待機児解消

という命題がございまして、そのために市内に、新設の私立園を増設してまいってきました。

その増設に伴って、当然、お預かりするお子様が増えていきますので、その分のかかる経費

の増ということが歳出全体としてございます。それに伴いまして、ルールで国と市の負担金

がこれだけ増えているということでございまして、、前回６月１０日の資料６をお持ちであ

れば開いていただきたいんですが、そこの１３ページにも記載してございますが、１９年度
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からの施設の新設の推移が書いてございます。１９年度に私立保育所が１６カ所だったのが、

２６年度では２６カ所となっていまして、新設だけで１０カ所の増ということでございます。

これが要因でございます。 

 それで、見込み想定の範囲かということでございますが、基本的には子どもさん１人当た

りにかかる経費というのはルールで算定しておりますので、これだけ待機児解消していけば、

経費が増えるというのは、待機児解消の中で伴う経費として必要な経費として見込んでこれ

まで来ているということでございます。 

 

○会長   

よろしいですか。 

 

○委員  

 はい、結構です。 

 

○会長 

それから先ほど、手が上がってましたので、お願いします。 

 

○委員 

  利用者負担について、標準時間だと保育時間は１１時間、短時間認定だと保育時間は８時

間だと思うんですけれども、この利用者負担、保育料を見ると差が一番上のＤ１４階層で

９００円しか違わないと思うんですね。保育時間にすると一日３時間の違いがありますので、

１カ月にするとかなりの保育時間の違いがあると思うんですけども、利用者負担の差と保育

時間の差がかなりあり過ぎるような気がするのですが、この保育料は何をもとに決めていく

のかということをお聞きしたいと思います。 

 

○会長  

  今のご質問は、先ほどの資料９の裏側を見ていただきますと、それぞれの年齢で保育標準

時間、保育短時間があり、つまり、標準時間は１１時間、短時間は８時間というのも今回の

新制度なんですね。その時間が３時間違うというわりには、必ずしも金額的にその差がない

のではないかと。その辺を市でどのように認識されて設定されたのかというようなご質問で

よろしいですか。 

もしその辺でありましたら、ご説明をお願いします。 

 

○事務局  

 まず、階層区分につきましては、先ほどのお話にあったように、１７階層ということで、

そのまま前年のものを採用させていただいたとところですが、国で示しているのが、標準時

間の金額に対して短時間は１．７％の減というところで、単純に１．７％という数字が出て

きておりまして、そこを採用させていただいてはいます。今、ご指摘があったことを含め、

標準時間、短時間の利用者負担がこの金額でいいのかどうか、その部分の差をもう少しつけ
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たほうがいいんじゃないかとか、まさに今回そういうご意見、ご議論を、この会議の中でし

ていただければというふうに思ってございます。 

 

○会長  

ご質問よろしいですか。 

 

○委員   

国の利用者負担ですが、これは結構な回数で国は改正をしているんですかね。例えば、数

年に一度、金額を改正するという形ですね。あと、もう一度お聞きしたいのは、利用者負担、

例えば２号認定の一番下で１０万１，０００円とあるんですけども、これは何か国が計算し

て、このぐらいの所得の人だったらこれぐらい払えるだろうということで、この額を出して

いるということですか。 

 

○会長   

 その辺もし、市で何か、わかる範囲でありましたらお願いします。 

 

○事務局 

  国の徴収基準の改定がどういう状況かということでございますが、私どもで認識している

範囲では、平成１９年のときに一回改定がございまして、それ以外は現在の状況だというふ

うに承知しております。平成１９年のときは税源移譲がございまして、所得税から市民税へ

の税制の改正があって、それにあわせて階層の保育料の見直しがあったということでござい

ます。 

 それから、階層の所得の考え方ですが、国の試算ですと総収入ベースになりますけれども、

資料９の裏面でご案内させていただきますが、大枠のところでＡからＣ階層ですと、総収入

が０円から３３４万円の方、それから定義もＤ１からＤ３が、３３４万円以上４６７万円未

満の方、それからＤ４からＤ６、ここが４６７万円から６４０万円未満の方、それで、Ｄ

７からＤ１２までが６４０万円以上９３２万円未満の方、そしてフリーのＤ１３、１４は

９３２万円以上の方というふうに、国が収入ベースの試算をしております。 

 

○会長   

はい、ありがとうございました。この数字についてもう少し、不明なところがあればお願

いしたいんですが、よろしいですか。 

 

○委員 

国の基準の徴収額というのは、大体かかる額の半分くらいとってるということですよね。

だから、実際にはこの倍ぐらいはかかるんですよ。だから、０歳児をお預かりすると、府中

市の保育所の平均年収が７６０万円ぐらいだと、１人で３人見られるから、その３で割ると、

１人当たり二百何十万かかるから、それの半分ぐらい利用者負担、国基準ということになる

んだと思います。だから、これでも半分ぐらい見てくれているということですね。国がね。



- 8 - 

それじゃあかわいそうだからって、市がまた一般財源で出しているってことなんで、どんど

んどんどんお金がかかるのは当たり前ということだと思います。１人当たり、今２５０万円

ぐらいですか。 

 

○事務局  

 １６０万円ぐらいです。 

 

○委員  

１６０万円ぐらいですか。０歳児で。だそうです。 

 

○会長 

  はい、ありがとうございます。 

 この資料９のところで、ちょっと１点質問させてもらいたいんですが、標準時間の認定と

保育短時間の認定、どのくらいの割合なのか。多分、ほとんどが保育標準時間の認定なので

はないかというように予想するのですが、もし、そういう今年の４月以降の認定の状況がわ

かれば、教えていただきたいのですが。 

 

○事務局  

まず経過措置がございまして、継続して入所している場合、短時間の方でも標準時間を選

べるという形になっております。これは今年度から突然、降って湧いた制度のためどちらか

を選べるのですが、基本的にはほぼ大体、皆さん、標準時間を選択されておりまして、その

うち、厳密に言えば、１％ぐらいの方が短時間をご利用になる方です。 

 

○会長 

  ありがとうございます。大体都内でところどころ聞きますと、結構似たような形で、実質

的に、地方に出ますと保育短時間が増えてくるような、そんな状況かなというふうには把握

をしております。そこを確認したかったのですが。あとは、皆さんから。よろしければ、次

の項へ進みますが、よろしいですか。 

 じゃあ、次の資料１０のところを事務局より、お願いします。 

 

○事務局  

（※資料１１ 「利用者負担の構造について」説明） 

 

○会長  

ありがとうございます。 

 資料１０は参考ということで、１１の利用者負担の構造ということについてご説明があり

ました。これについて、ご質問があればお願いしたいと思います。 

 

○委員  
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３ページなんですが、例えば、０歳から２歳までですけども、いきなり８，０００円近く、

階層が１つ変わるだけで変わっているんですけども、ほかを見ると２，０００円ぐらいだっ

たりと、結構差があるんですね。１万４，０００円から２万４，０００円や、７，９００円

ぐらい。年間にしますと１０万円ぐらい、ちょっと変わっただけではね上がってしまってい

るんですけども、この階層、どのような形でつくったのかというのをお聞きしたいんですけ

ども。 

 

○会長 

その辺、事務局ちょっとご説明いただけますでしょうか。 

 

○事務局 

  この階層につきましては、平成１３年度からこういう形にしてございます。こういう形に

するに当たりましては、平成１１年度に、その当時の保育料の改定等々を踏まえた保育検討

協議会から答申をいただいておりまして、階層については、ある程度お納めいただく方の能

力に応じて、「少し細かく刻んだほうがよろしいのではないか」というような意見も踏まえ

て、私どもでこういうふうにさせていただいております。 

 それで、ちょうど年齢が小さいお子様については、どうしても、やはりもろもろの経費が

かかるというところで、年齢の区分からすると多目になっているということでございます。

それと合わせて、どうしても、区切りをどこにするかという議論はいろいろあるのですが、

できるだけ、基本的には毎年、収入が上がっていったりという中で、所得が変わっても極端

に上がらないようにということは配慮しながらも、私どもの国の徴収基準額を市が肩がわり

するバランスを踏まえて、総額を収入していくという考え方の中で、こういう階層等にさせ

ていただいているという状況でございます。 

 

○会長  

はい、ありがとうございました。今のご説明、よろしいですか。 

 

○委員 

  例えば調布市さんですと２９段階あるのですが、どんどん階層の多いほど滑らかになって

くると思うんですけども、これはシステム的に無理ということなのでしょうか。例えば、も

しくは下水道料金ですとか電気代みたいに、重量制限とか累進的に、使えば使うほど上がっ

ていくような形に、そういうようなシステムはできないことなのでしょうか。 

 

○会長 

  今のご意見もあるかもしれませんが、階層区分をもう少し細かくというふうなことの検討

経緯みたいなのがあったかどうかということで、もし、資料か何かお答えがあれば、お願い

します。 

 

○事務局   
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平成１１年の１０月に、当時の保育園等協議会から報告をいただきまして、その中で、保

育料について、保育料の格差の問題や、もろもろについて提言をいただいている中で、それ

を踏まえて、こういう階層にしております。繰り返しになりますが、そうした経過の中で、

利用者の負担をされる保護者の方ですとか学識経験の方、もろもろの方の意見を踏まえて、

このようにしております。 

 それで、階層を細かくすることができるかということでございますが、これにつきまして

は、保育料徴収を含めて、私どもはコンピューターを使ったシステムで管理をしております

ので、そこのところについては、システムの改修をすれば可能ということでございます。 

 今回、こうして協議会で皆さんにご議論いただくのは、まさしくこの利用者負担のところ

で、どういう階層区分が今後、もろもろのことを踏まえるとよろしいのかということも着目

点の１つとしてお考えいただくことになるのかなというふうに思っております。 

 それから、先ほど、委員から、国の徴収基準の改定のご質問をいただきまして、お答えを

漏らしてしまって恐縮でございます。ここでお答えさせていただきたいと思います。 

 実は、平成２２年度に国の行政刷新会議というのがありまして、いわゆる事業仕分けを国

がいたしました。そのときに、「高額の収入の方についてはもっと保育料を負担していただ

いたほうがよろしい」という考えで、平成２２年度にさらに１ランク保育料が高い階層が追

加になったということでございまして、それが資料の９でご覧いただきますと、裏面のＤ

１４階層のところが国の２２年度の改定に伴って府中市も対応しているところでございます。 

 

○会長   

ありがとうございました。そのあたりはまた、今後の利用料のあり方をどうするかという、

議論にもなろうかと思います。今、一応資料１１のところで、利用者負担の構造についてご

説明がありましたが、そこで、もう少しご質問等お願いします。 

 

○委員  

  ６ページのところを確認させてください。 

 １号認定の利用者負担の月額のところで、最低の金額のところが武蔵野市９，１００円に

続いて７，４００円、ほかの数字だけを見てしまうとそこだけ、この２つの市だけが高いよ

うに思えるんですが、これは高いという認識がよいかどうかという確認です。 

 

○会長 

  その辺の状況、事務局もしあれば、お答えいただけますか。 

 

○事務局  

  こちらの金額については最低額を示しているのですが、最低額のほかに、備考のところで、

０円の階層がどのぐらいあるかというのもあわせて示しておりますので、例えば、府中市が

７，４００円で高いということというよりは、０円の階層を２つ持っているということで、

ほかの市ですと、０円の階層は１階層だけのところを、府中市では２階層０円にしていると

いうところで少し、最低の金額を示しているだけじゃなく、０円の階層も含めて示すと、そ
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んなに大きな差は１個だけ高いというところはないのかなというふうに考えると思います。 

 

○委員 

  今のお話で言うと、資料９にその一覧が載っている中で、７，４００円というのは５階層

の中のＥ３が７，４００円であるが、ほかの市においては、府中市を当てはめるとＥ２の部

分になる可能性があるという認識ですか。 

 

○事務局  

  そのとおりでございます。 

 

○会長 

  よろしいですか。ほかにどうでしょうか。資料１１のところ。 

 そしたら、もう１つ残っていますので、資料１２をまずご説明をいただいてから、また戻

りたいと思います。よろしくお願いします。 

 

【次第１ 議題（４）保育料の収納状況について】 

 

○事務局  

 （※資料１２ 「保育料の収納状況について」説明） 

 

○会長 

 ありがとうございました。今、資料１２で収納状況についてご説明いただきました。こ

のことで、何かご質問あればお願いします。 

 

○委員 

  感想も含むのですが、最近、いろいろなところと未収金というか、そこのところと必ずリ

ンクするんですが、ある年度を境に回収率が非常に上がっていますが、これ、何か努力のた

まものという話があったんですが、どのような努力があったのか、ちょっと参考までに聞か

せていただきたいなと思います。 

 というのは、私たちの社会福祉法人に関しましては保育もありますけれども、介護保険事

業もやっておりまして、やはり、滞納の問題とかというのはなくはないんですね。そこは、

私たちのところでも悩ましい問題でもあるのですが、これだけの高い率の回収率は何か特別

な方策があるのだろうということで、参考までに聞かせていただきたいと思います。 

 

○会長 

  じゃあその辺、何かありましたら、お願いします。 

 

○事務局   

まず、日常業務的なところで言いますと、督促状は当然ですが、電話の督促ということを
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させていただいています。滞納整理のために嘱託職員を雇っておりまして、実は、変則勤務

にしており、午後からの出勤で、夜遅くまでというわけではないのですが、夜、ちょっと時

間をずらして、８時過ぎまで残って電話をかけていただいたりということがあります。保育

所は特に、共働きの家庭が多ございますので、やはり５時以降、６時、７時近くにご自宅に

戻られるということがありますので、そういった徴収員を配置したというのが１つ、大きな

ところではございます。それから、その徴収員によって担当を決めておりまして、夜、自宅

訪問もさせていただいており、かなりの収納率を上げております。 

 未納の減につきましては、当然口座振替もさせていただいておりますし、今後はコンビニ

収納も含めて考えておりまして、ほぼ１００％徴収できればというふうに思っております。

若干、過年度分は残っておりますが、確実に減らせているというのが保育支援課の状況でご

ざいます。 

 

○会長 

よろしいですか。 

 

○委員  

 ありがとうございました。 

 

○会長 

  一応、今日は、保育料の収納状況についてと、１２のところまで、資料のご説明をいただ

きました。全体を通して、この検討会合は利用者負担の検討部会ということですので、少し

フリーにしますので、皆さんとしての、「こういうことをもう少し資料が必要なのではない

か」とか、あるいは「こういう点が課題なのではないか」という議論も含めまして、市に対

する質問ということもそこに含めて結構ですので、今回の利用者負担のあり方ということを

ちょっと突っ込んで議論していかなければいけないので、どんなことでも構わないんですけ

れども、ご意見等を出していただければと思います。いかがですか。 

 新制度がことしの４月からスタートしたわけですけれども、その新制度に移り、さまざま

な議論があった中で１つ大きかったのは、利用者負担のあり方ということで、一時は、要す

るに応能負担という現在の、所得の能力に応じた負担のあり方ということがなくなるのでは

ないかみたいな議論が大分あったんですね。しかし、結果的に、やはり所得に応じたそうい

う負担額にしていこうということに、結果的にはそういう落ちつき方をしたというのが、新

制度の１つの特色なんだろうと思います。 

 その辺のことと、先ほど出ておりました市としての財政負担の現状というのをどう見るか

ということも、ここではちょっといろんな議論を交わすべきかなというふうに思っているん

ですけど、ほかにもいろんな論点があろうかと思いますけど、ちょっとフリーで構いません

ので、ご意見や、市の現状に対する質問や、そこらをちょっと皆さんからお出しいただいた

ほうがありがたいかなと思うんですが、どうでしょうか。 

 

○委員 
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  階層の分布みたいなものがあると参考になると思います。平均が大体どこら辺にあるのか

なというのは知りたいです。 

 

○会長 

    市としての、要するに階層分布ですね。どのくらいが何％以上かとか、そこらあたりの数

字は出そうでしょうか。 

 

○事務局  

  資料９の裏面をご覧いただきまして、２号、３号の保育所の保育料についてご説明をさせ

ていただきます。 

 平成２６年度の決算の数字でございます。つまり、平成２６年度中にいただいた保育料の

収納状況での割合をお示しさせていただきます。ＡからＣの階層につきましてはおおよそ

８％、それから、Ｂの１からＢの３、ここの区分もおおよそ８％でございます。それから、

Ｂの４からＢの６、ここが３３％、Ｄの７からＤの１２、ここが４３％、以下１３、１４の

ところは約８％という状況でございます。 

 

○会長 

  ありがとうございました。今の資料の９の裏の面の階層区分のところに従って、現状のと

ころですね。数字が出されましたので、後で結構ですので、それ簡単にちょっと、資料でお

示しいただいて、皆さんに配付いただければと思います。 

 ほかに今のようなご意見、あるいはこういうデータがもっと必要ではないかというふうな

ことも含めて。 

 

○事務局  

今多分、階層で、できれば人数を出したほうがもしかするとわかりやすいかなと思います

が、次回の会議の中で、もしよろしければ、階層ごとにどれぐらいの方たちがいらっしゃる

のかという資料をお出しさせていただければと思います。 

 

○会長 

  次回、人数とか、そういうことも含めながら、市内の階層分布ということをもう少しわか

るようにお願いをしたいと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

 

○委員 

  利用者負担の構造についての各市の一覧表があるんですが、府中市は２階層０円と書いて

ありますから、これは生活保護世帯と市民税非課税世帯が０円というふうに考えればいいわ

けですね。そうすると、ほかの市は１階層０円というのは生活保護世帯のみ０円、２階層目

では有料ということで、以前の保育料の検討協議会で意見が出たと思うんですが、市民税の

生活保護世帯以外は、生活保護世帯は０円でもいいけれども、市民税非課税世帯に関しては
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徴収すべきじゃないかという記録があったんですね。 

 これは私の意見じゃありませんが、それの主たる意見を要約すると、「うちに居ても昼飯

は食わせるんじゃないか」。だから、そのお金があるのだから、保育園に行って食べさせる

世帯は、収入が少ないとはいえ、徴収したほうがいいのではないかというような議論があっ

て、結構その件でもめたというか、議論が出たことがあるので、よその市は１階層０円とい

うふうになっていて、府中は２階層０円になっているんで、その辺も考えたほうがいいかな

という意見が１つ目です。 

 それから２つ目は、先ほどから新制度というお話が出ていますけれども、これは幼稚園を

やっている側から見た新制度の考え方ですが、まず、ほとんど変わらないと思っていいと思

います。幼稚園が変わろうとするとかなり変わるのですが、ですから、新制度になったとい

うふうな前振りを振ると、すごく保育園の部分も変わってきたのかなというふうにお考えに

なるかもしれませんけれども、保育園自体はほとんど全く変わってないというふうに逆に私

は思いますので、もしそれでよろしければ、保育園の部分は、子ども・子育て新制度では余

り影響を受けてないんだというのを、ちょっと私は申し上げたいと思います。 

  

○会長 

  ありがとうございます。そこらあたりのことに関してでも結構ですが、ご意見、ご質問、

もう少しいただければと思います。どうでしょうか。 

 それとちょっと、現状で教えていただきたいのですが、利用者負担という点で、保護者の

立場から保護者負担のあり方を見たときに、先ほど、幼稚園の場合に新制度に移行されると

ころが５園あるという、公立３園や私立にあるということでしたけども、そのあたりのとこ

ろで、例えば、保護者の負担額の状況が変わったのか、それとも大きく変わろうとしている

のかというような、そういうことが客観的にわかるような、何か数字が出るのかどうかとい

うことを知りたいんです。 

 

○事務局  

  また次回の会議の中で、その辺をお示しさせていただく資料をつくらせていただきまして、

ご説明させていただければと思います。よろしいでしょうか。 

 

○会長 

  はい、ありがとうございます。 

 ほかに委員の皆さん、いかがでしょうか。 

 

○委員 

 一番初めに質問させていただいた財源のお話があったと思うのですけれども、それで、一

番最後のところの対応というか、市の保育料の納入状況のところの入額を他の市と比較をす

ると、結構なばらつきがあるんですけれども、立川市なんかに比べると府中市は高い。実際

にお子さんがいる方だけではなくて、納税者の考え方からいくと、いわゆるこれに使われて

いるお金の財源について、推移は先ほどお話を伺ったとおり、「子どもの人数が増えている」
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というところはあるんですけども、ほかの市に比べたら、市の財源を使っている比率といい

ますか、府中市に関しては割と手厚くやっているんだよとか、そういったところをちょっと

比較ができればなあというのを感じました。 

 そういった意味では、利用者負担の判断について、資料１１のところや、先ほどご質問さ

せていただいた１号認定の最低の金額など、これだけを見てしまうと、どうしても余りに差

がないなというようになってしまいます。そういった意味でから、財源の使われ方について

ご質問になります。よろしくお願いします。 

 

○会長  

  その辺、もし何か、資料的に考えられることがあったらお願いしたいんですが、どうでし

ょうか。 

 

○事務局  

  本日の資料の中でのご説明をさせていただきますと、お配りしております資料８の２ペー

ジを、まずご覧いただきたいと思います。 

 先ほどご説明したとおり、国基準分、それから都負担分、市単独分ということがございま

す。国基準分につきましては、基本的には３ページもあわせてご覧いただきたいんですが、

国が２分の１、都と市が２分の１、これについては、すべて全国統一でございます。 

 それで、国基準の利用者負担のところの赤字のところが保育料、これが保護者負担、それ

から、市でどれくらい負担させていただくか、この割合のところが各市によって変わってま

いります。私どもで、まだ２６年度の決算の状況が、各市の部分、すべて把握はできており

ませんが、２５年度の状況でいきますと、ほとんど２６市が大体、この国基準の利用者負担

額の半分程度を市が負担をするということを目安にして、保育料として保護者の方からいた

だいているという状況があります。ここで何市かは、この利用者の保護者の方の負担の率の

見直しをかけたというふうに聞いておりますので、そこがまた、最新の状況が整備できれば、

必要に応じてお示ししてまいりたいと思います。 

 それから、都補助対象分については、各市町村に対して都が補助割合が一定でございます

ので、ほとんど、その割合に応じた差分について、どこの市でも同程度の割合で負担をして

いるということだと思います。 

 それと、市単独分というのは、すべて一般財源でございます。これについては、国基準分、

それから都補助対象分で保育所を運営していくのに加えて、府中市としてさらに市の方針

等々に基づいて保育を充実していただきたい、一言で言うと、そういう趣旨で市が単独でお

出ししている部分でございまして、ここについては各市の考え方で、どれぐらい充実のため

に支出しているかというのは差が出てくるというふうに認識しております。 

  

○委員 

  ありがとうございます。国基準のところも、この保育料にかかわるところで、市の一般財

源がどれぐらい負担をしているかによって、保育料の徴収、収入額が変わってきますという

ところがあると思います。資料１２の一番最後のページの納入徴収額というところは、各市
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で結構差があり、単純に市の一般財源を使っている部分が多いとか、それとも、単純に子ど

もの人数が少ないのかというところで率も変わってくるのかなと思ったものですから、先ほ

ど、比較対照に出した数字の立川市のところは、約半分近くまでというふうになっていたも

ので、単純に子どもが少ないかというような認識でよいかどうかというところでした。単純

に子どもの数字というか人数の数字というか、徴収額に対する人数が入っていると、そこは

判断もできるかなと思ったものですから。 

 

○会長 

  その辺、何かあれば、事務局、お願いします。 

 

○事務局 

  今のご質問で、現在の額による国基準に対する保護者負担割合が、それぞれの各市で定め

ております。府中市の場合、約大体５０％を市で負担をさせていただいているというところ

です。各市、ここで新制度に伴いまして、市の負担割合の見直しというのは進めている実際

のところはございまして、資料にはちょっとお示しはしていないんですが、この新制度に伴

いまして、同じように検討協議会、審議会を行い、どれぐらいの負担割合をしていくのかと

いうところも含めて、議論は今、始まっているというところです。その辺も、今回の会議の

中で、他市がどれぐらい負担をしていくかというところについてお話を多分していかないと

いけないところではないかなというふうに思っております。そこもまた、次回以降の会議の

中で資料としてお示しをさせていただければと思います。 

 ちなみに、武蔵野市さんはここである審議会をされて、保育料の負担割合の部分について

も、検討を始めているということも聞いてございます。私どもも資料を集めさせていただい

て、次回以降また、資料としてお示しをさせていただきます。 

 

○会長  

よろしいですか。ほか、どうでしょうか。全体を通してでも構いませんけれども。 

 

○委員  

  新制度について、幼稚園が公立３園で私立が１７園で、計２０園のうち、５園が新制度に

移行しましたという話があります。東京都全体で言うと、私は学校法人ですが、学校法人の

幼稚園は９３％が移行していません。全国レベルでも、７４％ぐらいの園が移行していませ

ん。特に東京都が移行しないというのは、東京都の幼稚園の在園園児数の平均が約２００な

んですね。ところが、全国レベルで見ると、２００名の幼稚園というのは大規模園なんです。

大規模園で、１００名の園に比べると、保育所で言うと８０名ぐらいの園に比べると

１００名、２００名になっただけで８０％に減額されてしまうのですね。１人当たりの単価

が。それで、３００名を超えると７０％になっちゃうんです、１人当たりの単価が。そうす

ると、全国で一番物価の高い幼稚園が、そういうふうに大規模園が多いわけですから、全国

的に見ると。それで、そのまま移行すると赤字になっちゃう、一言でいうと。ということで、

移行しない。文部科学省の説明もよくないからちっともわかんないので、移行しようと思っ
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てもできない。ただ、法律ですから、いずれは認定子ども園になったり、施設給付型と言う

んですけど、施設給付型の幼稚園に移行したりする園はどんどん増えてくると思います。 

 では、どうして府中で５園が移行したかというと、幼稚園の設置者、つまり経営している

形態は個人立と学校法人に分かれるんですが、宗教法人、お寺や神社がやっているのも個人

立の範中です。そうすると、個人立の幼稚園は、今年の４月１日までに移行しないと、学校

法人にしない限りもう一生移行できない。なので、府中の幼稚園の個人立の３園中２園は移

行したんです。あとの３園の公立はもう廃園が決定しています。ただ、廃園までは移行して

おこうということです。 

 ですから、大きな流れとしては、全国的にはそういうような流れでやっていますが、法律

ができたことですから、いずれは移行をしていくんですが、現状の幼稚園としてはそういう

ことなんです。なおかつ、東京都の６４％は幼稚園に通っているんですね。東京都って流入

人口が多いんで、幼稚園だけやっていても何とかなるんです。地方は認定子ども園みたいに

しなかったらやっていけない。やっていけないので移行する人が多い。東京都は全国で一番

認定子ども園からもとの幼稚園に戻した園が多いんです。それは、認定子ども園のまま新制

度に移行すると赤字になっちゃう。お金のことですが、赤字になっちゃうと、園舎を建築し

てたりすると返せなくなっちゃう。なので、東京都はたしか２８、認定子ども園を返上して

いるはずです。なので、そういう事情があるので、幼稚園は大変化だけど、保育園、保育所

に関しては変化が少ないというのはそういうことです。 

 それから、これは私の私見ですが、保育所の５０％を市の負担というのは、これは政治的

な積み重ねがずっとあって、戦後、ずっとそれを政治的に積み重ねてきて５０％負担になっ

ているはずです。ですから、なかなか下げようとか上げようとか言っても、政治的な判断で

やってきましたから、今、この会をやってること自体も、担当している課は大変なはずです。

だから、１０年も２０年も、減らすことをずっとほっぽっておきたい。だけど、これを担当

して、あえて大変な思いをして、でも保育料を値上げしなきゃいけないのかなと議論をする

のは、担当課の皆さんに敬意を表します。 

 

○会長 

  はい、ありがとうございました。新制度のそもそも、どう考えるかということも含めた大

事なご意見だと思いますが、この中のご議論も結構大事だと思うので、いかがでしょうか。 

 今、詳しく答弁の状況説明がありましたが、たしか昨年の秋ですね。全国的に内閣府がち

ゃんと統計を出していて、新制度が始まるんだけども、六千何百の私立幼稚園の中の８割近

くが移行しないというふうな、それを内閣府がちゃんとデータを出したんですね。ですので、

それがそのまま、新制度が始まるというところにいろんな課題の、ちょっと矛盾点がやっぱ

りあるのかなというふうに思います。 

  ただ、せっかく府中でこういう皆さん、集まっていますので、実際の府中の幼稚園、保

育所や認証やさまざまな保育施設がどうしたらより、もうちょっと改善され、そういう方向

になるのかというところはね、この中の議論、結構大事かなというふうに思っていますので、

また引き続き、ぜひ率直なご意見をいただければと思いますが、いかがでしょうかね。そし

たら、今日幾つか事務局に、引き続き資料の提供の要請がありましたので、次回、またそれ
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をあわせて、もう少し論点を絞って、この利用料問題ということを議論していくという、そ

ういう扱いでもよろしいですか。副会長さんと連絡を取り合って、また事務局と相談しなが

ら、次回の中でどういう点の資料とどういう論点を整理するかということを、ちょっと準備

をしながら、今日は大分資料の説明が中心でしたので、次回、そんな形で進めていきたいと

いうふうに思っております。 

 そんなことで、議論そのものは閉じますが、よろしいでしょうか。 

 それでは、事務局から次回の予定等を含めながら、お願いしたいと思います。 

 

【次第２ その他】 

 

○事務局  

  それでは、事務局より２点、確認をさせていただきます。 

 （※次第２ その他説明） 

  

○会長 

  それでは、次回は８月５日の水曜日、５時半ということで、第３回の会合をよろしくお願

いします。それから、前回の議事録のお話もありましたので、もし、ご修正等のある方は

７月１０日までに、事務局にお願いをしたいと思います。 

 それでは、特になければ、これで閉じますがよろしいですか。 

 じゃあ、今日はどうもありがとうございました。ご苦労さまでした。 


